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2023 年 5 月 25 日 

 

東京都港区港南一丁目 2 番 70 号 

テクマトリックス株式会社 

代表取締役 由利 孝 

 

東京都港区港南一丁目 2 番 70 号 

アレクシアフィンテック株式会社 

代表取締役 山崎 裕 

 

 

株式交換に関する事前開示事項 

 

テクマトリックス株式会社（以下「テクマトリックス」という。）及びアレクシアフィン

テック株式会社（以下「アレクシアフィンテック」という。）は、2023 年 5 月 25 日付で、

テクマトリックスを株式交換完全親会社、アレクシアフィンテックを株式交換完全子会社

とする株式交換契約を締結し、当該契約に基づき株式交換（以下「本株式交換」という。）

を行うことといたしました。 

本株式交換について、会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 184 条並びに会社法第

794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に基づき、以下のとおり開示いたします。 

なお、本株式交換は、テクマトリックスにおいて会社法第 796 条第 2 項に定める簡易株式

交換に該当します。 

 

記 

 

1. 株式交換契約の内容 

別紙 1 のとおりです。 

 

2. 交換対価の相当性に関する事項 

（会社法第 768 条第 1 項第 2号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項） 

(1) 本株式交換に際して交付する株式の数又はその数の算定方法及びその割当ての相当

性に関する事項 

① 本株式交換に係る割当ての内容 

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

本株式交換に係る株式交換比率 1 1,248.44 
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本株式交換により交付する株式数 株式交換完全親会社の普通株式：183,520 株 

テクマトリックスは、本株式交換に際して、本株式交換の効力発生時点の直前の

アレクシアフィンテックの株主名簿に記載又は記録されたアレクシアフィンテック

の株主（但し、テクマトリックスを除く。）に対して、アレクシアフィンテックの株

式に代わり、その所有するアレクシアフィンテックの株式 1 株につき、テクマトリ

ックスの普通株式 1,248.44 株を割り当て交付いたします。交付するテクマトリック

スの普通株式にはテクマトリックスが保有する自己株式を充当する予定であり、テ

クマトリックスは本株式交換に際し株式の新規発行は行わない予定です。 

 

② 本株式交換に係る割当ての内容の根拠及び理由 

テクマトリックスは、本株式交換に用いられる株式交換比率（以下「本株式交換

比率」という。）の検討に際し、その公平性・妥当性を確保するため、テクマトリッ

クス及びアレクシアフィンテックから独立した第三者算定機関であるあいわ

Advisory 株式会社（以下「あいわ Advisory」という。）を選定し、2023 年 5 月 24 日

付で、本株式交換比率に係る算定報告書を取得いたしました。テクマトリックスは、

あいわ Advisory から提出を受けた本株式交換比率の算定結果、並びに、テクマトリ

ックス及びアレクシアフィンテックの財務の状況、資産の状況、将来の事業活動の

見通し等の要因を総合的に勘案し、検討を重ねた結果、最終的に、上記「①本株式

交換に係る割当ての内容」記載の本株式交換比率があいわ Advisory が算定した株式

交換比率のレンジ内であり、株主の利益を損ねるものではなく、妥当であるとの判

断に至りました。 

なお、本株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件について重大な変更が生じた

場合、テクマトリックス及びアレクシアフィンテックの株主との間の協議により変

更することがあります。 

 

③ 算定に関する事項 

ⅰ）算定機関の名称及び相手会社との関係 

あいわ Advisory は、テクマトリックス及びアレクシアフィンテックの関連当事者

には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重大な利害関係は有しておりません。 
 

ⅱ）算定の概要 

テクマトリックスの株式価値については、テクマトリックスの普通株式が東京証

券取引所プライム市場に上場しており、市場株価が存在し取引市場での流動性も高

いことから、本株式交換の対価としてその株式価値を評価する場合、市場株価法に

より十分に適正な結果が得られると判断したため、市場株価法を採用して算定を行

いました。市場株価法においては、2023 年 5 月 24 日を算定基準日として、算定基
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準日の株価終値、並びに、算定基準日までの直近 1 か月間、直近 3 か月間及び直近

6 か月間の各期間の株価終値の出来高加重平均値に基づいて算定しております。算

定されたテクマトリックスの普通株式の 1 株当たりの価値の評価範囲は以下のとお

りです。 

採用手法 本株式交換比率算定の基礎となる 1 株当たりの価値の評価範囲 

市場株価法 1,602 円～1,822 円 

 

また、アレクシアフィンテックの株式価値については、同社が非上場会社であり

市場株価が存在しないことから、将来のキャッシュ・フローを予測して算定を行う

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「DCF 法」といいます。）の手

法を採用して算定を行いました。算定されたアレクシアフィンテックの普通株式の

1 株当たりの価値の評価範囲は以下のとおりです。なお、DCF 法による算定の前提

としたアレクシアフィンテックの財務予想において、2024 年 3 月期以降は、新型コ

ロナウイルス感染症による社会の混乱が徐々に収束に向かう中、営業活動を正常化

することで、売上高及び営業利益が、いずれも新型コロナウイルス感染症の影響を

受ける前の水準まで回復し、大幅な増収益となることを見込んでおり、それに伴い

フリーキャッシュフローも増加する見通しを立てております。また、当該財務予想

は、本株式交換の実施を前提としておりません。 

採用手法 本株式交換比率算定の基礎となる 1 株当たりの価値の評価範囲 

DCF 法 1,956,776 円～2,092,052 円 

 

この結果、テクマトリックスの普通株式1株当たりの株式価値を1とした場合の、

アレクシアフィンテックの普通株式 1 株に対する本株式交換比率の算定結果は以下

のとおりです。 

採用手法 

本株式交換比率の算定結果 テクマトリッ

クス 

アレクシアフィンテ

ック 

市場株価法 DCF 法 1,073.97～1,305.90 
 

④ 交換対価としてテクマトリックスの株式を選択した理由 

テクマトリックス及びアレクシアフィンテックは、本株式交換の交換対価である

テクマトリックスの普通株式が東京証券取引所プライム市場に上場されており、本

株式交換後においても、取引機会が確保されていることから、本株式交換の交換対

価として、株式交換完全親会社となるテクマトリックスの普通株式を選択すること

が適切であると判断いたしました。 

 

⑤ 株式交換完全子会社の株主の利益を害さないように留意した事項 

テクマトリックス及びアレクシアフィンテックは、テクマトリックスが既にアレ
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クシアフィンテックの 51%を所有する親会社であることから、アレクシアフィンテ

ックの株主（但し、テクマトリックスを除く。）の利益を害さないよう、以下の措置

を実施しております 

まず、上述のとおり、テクマトリックスは、テクマトリックス及びアレクシアフ

ィンテックから独立した第三者であるあいわAdvisoryにテクマトリックス及びアレ

クシアフィンテックの株式価値及び株式交換比率の算定を依頼し、その算定結果に

基づき、それぞれの取締役会にて株式交換比率について協議し、本株式交換を行う

ことを決議しました。 

また、テクマトリックス及びアレクシアフィンテックは、アレクシアフィンテッ

クの株主（但し、テクマトリックスを除く。）に対し、事前に本株式交換について説

明し、その承諾を得ております。 

 

(2) 株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する定めの相当性に関する事項 

本株式交換に際し増加するテクマトリックスの資本金及び準備金の額は、会社計

算規則第 39 条の規定に従いテクマトリックスが別途適当に定める金額とします。か

かる取り扱いは、法令並びにテクマトリックス及びアレクシアフィンテックの資本

政策に鑑み、相当であると判断しております。 

 

3. 新株予約権の定めの相当性に関する事項 

（会社法第 768 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項を含む。） 

該当事項はありません。 

 

4. 株式交換完全子会社に関する事項 

(1) 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

アレクシアフィンテックの最終事業年度に係る計算書類等の内容は別紙 2 のとお

りです。 

(2) 株式交換完全子会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類

等の内容 

該当事項はありません。 

(3) 株式交換完全子会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

テクマトリックスとアレクシアフィンテックは、2023 年 5 月 25 日付で吸収分割

契約を締結し、2023 年 7 月 1 日付で、テクマトリックスが営むビジネスソリューシ

ョン事業部の金融システム関連事業に関する権利義務の一部をアレクシアフィンテ

ックが承継する予定です。 
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5. 株式交換完全親会社に関する事項 

(1) 株式交換完全親会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

テクマトリックスの最終事業年度に係る計算書類等の内容は別紙 3 のとおりです。 

(2) 株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類

等の内容 

該当事項はありません。 

(3) 株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

① 上記 4.(3)をご参照ください。 

② テクマトリックスは、2023 年 4 月 27 日開催の取締役会において、以下のと

おり剰余金の配当について決議し、2023 年 6 月 8 日に配当を実施する予定で

す。 

ⅰ）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

テクマトリックスの普通株式 1 株につき金 16 円 総額 638 百万円 

ⅱ）剰余金の配当が効力を生じる日 

2023 年 6 月 8 日 

 

6. 株式交換が効力を生ずる日以後における株式交完全親会社の債務の履行の見込みに関

する事項 

本株式交換につき、会社法第 789 条第 1 項又は会社法第 799 条第 1 項の規定により異

議を述べることのできる債権者はおりませんので、該当事項はありません。 

 

7. 本株式交換の効力発生日までに上記各事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項 

上記各事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項を開示いたします。 

以上 

 



別紙 1 株式交換契約書 

（添付のとおり）



株式交換契約書 

 

テクマトリックス株式会社（以下「甲」という。）及びアレクシアフィンテック株式会社（以

下「乙」という。）は、甲及び乙の株式交換に際し、次のとおり株式交換契約（以下「本契約」

という。）を締結する。 

 

第 1 条（株式交換の方法） 

甲及び乙は、本契約に定めるところに従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子

会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）を行い、甲は、乙の発行済株式の全部を

取得する。 

 

第 2 条（商号及び住所） 

甲及び乙の商号及び住所は、次の各号に掲げるとおりである。 

（1） 甲 ：株式交換完全親会社 

商号：テクマトリックス株式会社 

住所：東京都港区港南一丁目 2 番 70 号 

（2） 乙 ：株式交換完全子会社 

商号：アレクシアフィンテック株式会社 

住所：東京都港区港南一丁目 2 番 70 号 

 

第 3 条（株式交換に際して交付する株式及びその割当て） 

1 甲は、本株式交換に際して、本株式交換の効力発生時点の直前の乙の株主名簿に記載又は記

録された乙の株主（但し、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、乙の株

式に代わる金銭等として、その保有する乙の株式数の合計数に 1,248.44 を乗じて得た数の甲

の株式を交付する。 

2 前項の対価の割当てについては、本割当対象株主に対し、その保有する乙の株式数に 1,248.44

を乗じて得た数の甲の株式を割り当てる。 

3 甲が前二項に従って本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に 1 株に満たない端数が

ある場合、会社法第 234 条その他の関連法令の規定に基づき処理するものとする。 

 

第 4 条（資本金及び準備金の額） 

本株式交換に際し増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条の規定に従い

甲が別途適当に定める金額とする。 

 

第 5 条（効力発生日） 

本株式交換の効力発生日は、2023 年 7 月 1 日とする。但し、本株式交換の手続の進行に応じ

必要があるときは、甲乙協議のうえこれを変更することができる。 

 



第 6 条（株主総会の承認決議） 

1 甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、株主総会の承認を得ずに、本株式交換を行う

ものとする。 

2 乙は、会社法第 783 条第 1 項の規定に基づき、株主総会の決議（同法第 319 条第 1 項の規定

により、株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。）によって、本契約の承認

を得るものとする。 

 

第 7 条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本契約の締結日から本株式交換の効力発生日まで、善良なる管理者の注意をも

って、業務の執行及び財産の管理を行い、その財産及び権利義務に重要な影響を及ぼすおそれ

のある事項については、あらかじめ甲乙協議のうえ実行するものとする。 

 

第 8 条（本契約の変更及び解除） 

本契約の締結日から本株式交換の効力発生日までの間、天災その他の事由により、甲又は乙

の財政状態又は経営成績に重大な変動を生じたときは、甲及び乙は協議し、書面による合意の

うえ本株式交換の条件その他本契約の内容を変更し、又は本契約を解除することができる。 

 

第 9 条（契約の効力） 

本契約は、本株式交換の効力発生日の前日までに、乙の株主総会の承認を得られないとき、

又は、法令に基づき本株式交換に必要となる関係官庁の許認可等が得られないときは、その効

力を失うものとする。 

 

第 10 条（協議事項） 

 本契約に定める事項のほか、本株式交換に関して必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲乙

互いに誠意をもって協議のうえ決定する。 

（以下余白） 



以上、本契約の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各 1 通を保有す

る。 

 

 2023 年 5 月 25 日 

 

 

甲：  東京都港区港南一丁目 2 番 70 号 

テクマトリックス株式会社 

代表取締役 由利 孝 

 

 

 

乙：  東京都港区港南一丁目 2 番 70 号 

アレクシアフィンテック株式会社 

代表取締役 山崎 裕 

 

 



別紙 2 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等 

（添付のとおり）



第 期2 3

決　算　報　告　書

令 和  3 年  4 月  1 日 か ら

令 和  4 年  3 月 3 1 日 ま で

 山崎 情 報 設 計 株 式 会 社  

(法人番号:6010901022672)



貸 借 対 照 表
商号 山崎情報設計株式会社 代表者 山崎　裕

令和 4年 3月31日現在
(単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
474,151,651 142,632,600Ⅰ ( () )Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債
403,043,110 30,996,042現 金 及 び 預 金 買 掛 金
65,236,012 45,000,000売 掛 金 短 期 借 入 金
2,008,000 25,775,141棚 卸 資 産 未 払 金
2,491,924 4,573,181前 渡 金 未 払 費 用
1,303,195 10,986,100前 払 費 用 未 払 法 人 税 等
69,410 6,468,300仮 払 金 未 払 消 費 税 等

14,206,464前 受 金
415,424預 り 金
20,000仮 受 金

4,191,948賞 与 引 当 金

34,479,245 3,674,040Ⅱ ( () )Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債
738,315 3,674,040( )有 形 固 定 資 産 資 産 除 去 債 務
171,884建 物
332,311工 具 、 器 具 及 び 備 品
99,019一 括 償 却 資 産
135,101その他の有形固定資産

17,897,554( )無 形 固 定 資 産
17,897,554ソ フ ト ウ ェ ア

146,306,640負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

362,324,256( )Ⅰ 株 主 資 本
110,000,000 1.資 本 金

15,843,376 100,000,000( () ) 2.投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金
2,000,000 100,000,000 (1)投 資 有 価 証 券 資 本 準 備 金
154,994投 資 そ の 他 金 融 資 産

3,870,460敷 金
87,498長 期 前 払 費 用

9,730,424 152,324,256( ) 3.繰 延 税 金 資 産 利 益 剰 余 金
152,324,256( ) (1)そ の 他 利 益 剰 余 金
152,324,256繰 越 利 益 剰 余 金

0( )Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

0Ⅲ ( )繰 延 資 産
0( )Ⅲ 新 株 予 約 権

362,324,256純 資 産 の 部 合 計

508,630,896 508,630,896資 産 の 部 合 計 負債・純資産の部合計



商号 山崎情報設計株式会社

令和 3年 4月 1日から
令和 4年 3月31日まで

損 益 計 算 書

(単位：円)
金 額科 目

売 上 高Ⅰ
売 上 高 460,053,275 460,053,275 460,053,275

売 上 原 価Ⅱ
期 首 棚 卸 高 0
当 期 製 品 製 造 原 価 324,886,541
合 計 324,886,541
期 末 棚 卸 高 0 324,886,541
売 上 総 利 益 135,166,734

販売費及び一般管理費Ⅲ
販売費及び一般管理費 80,708,700 80,708,700
営 業 利 益 54,458,034

営 業 外 収 益Ⅳ
受 取 利 息 3,566
雑 収 入 3,907,740 3,911,306

営 業 外 費 用Ⅴ
支 払 利 息 610,289
繰 延 資 産 償 却 440,000 1,050,289

経 常 利 益 57,319,051

特 別 利 益Ⅵ
特 別 利 益 0 0

特 別 損 失Ⅶ
減 損 損 失 6,507,537 6,507,537

税 引 前 当 期 純 利 益 50,811,514
法人税、住民税及び事業税 18,473,843
法 人 税 等 調 整 額 -3,064,551 15,409,292
当 期 純 利 益 35,402,222



商号 山崎情報設計株式会社

令和 4年 3月31日まで
令和 3年 4月 1日から

販売費及び一般管理費の計算内訳

(単位：円)
科 目 金 額

34,052,729給 与 手 当

1,373,133旅 費 交 通 費

171,170広 告 宣 伝 費

29,138運 賃

-4,605,599他 勘 定 振 替 高

14,400,000役 員 報 酬

8,967,351賞 与

9,102,968法 定 福 利 費

1,308,563厚 生 費

657,837減 価 償 却 費

1,609,123賃 借 料

49,100修 繕 費

336,121事 務 用 品 費

157,311通 信 費

65,277水 道 光 熱 費

3,398,267租 税 公 課

82,226交 際 費

1,405,953消 耗 品 費

3,120,000顧 問 料

22,158会 議 費

1,718,139研 究 開 発 費

2,415,974支 払 手 数 料

329,869長 期 前 払 費 用 償 却 費

541,892雑 費

80,708,700合 計

令和 4年 3月31日現在

棚 卸 資 産 の 計 算 内 訳

(単位：円)
科 目 金 額

1,996,719仕 掛 品 （ 半 成 品 ）

11,281貯 蔵 品

2,008,000合 計



商号 山崎情報設計株式会社

製 造 原 価 報 告 書

令和 4年 3月31日まで
令和 3年 4月 1日から

(単位：円)
科 目 金 額

Ⅰ材 料 費

0当 期 材 料 費

Ⅱ労 務 費
70,980,645賃 金 給 与

14,646,195賞 与

12,865,047法 定 福 利 費 （ 原 ）
990,000中 退 金 掛 金 （ 原 ）

99,481,887当 期 労 務 費

Ⅲ経 費
220,382,794外 注 加 工 費 （ 原 ）

424,767水 道 光 熱 費 （ 原 ）

6,599,357賃 借 料 （ 原 ）

897,823保 険 料 （ 原 ）

483,275旅 費 交 通 費 （ 原 ）

351,234通 勤 費 （ 原 ）

1,110,624通 信 費 （ 原 ）

4,217,717ソフトウェア償却費（原）

234,467,591当 期 経 費

333,949,478当 期 総 製 造 費 用

1,064,865期 首 仕 掛 品 棚 卸 高

335,014,343合 計

1,996,719期 末 仕 掛 品 棚 卸 高

8,131,083他 勘 定 振 替 高 （ 原 ）

324,886,541当 期 製 品 製 造 原 価



株主資本等変動計算書
商号 山崎情報設計株式会社

令和 3年 4月 1日から
令和 4年 3月31日まで

(単位：円)

株 主 資 本Ⅰ
資 本 金 1.

110,000,000当期首残高

0当期変動額

110,000,000当期末残高

資 本 剰 余 金 2.

資 本 準 備 金 (1)

100,000,000当期首残高

0当期変動額

100,000,000当期末残高
利 益 剰 余 金 3.

そ の 他 利 益 剰 余 金 (1)

繰 越 利 益 剰 余 金

116,922,034当期首残高

当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

152,324,256当期末残高

その他利益剰余金合計

116,922,034当期首残高
当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

152,324,256当期末残高

株 主 資 本 合 計

326,922,034当期首残高
当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

362,324,256当期末残高

評 価 ・ 換 算 差 額 等Ⅱ

0当期首残高

0当期変動額

0当期末残高

新 株 予 約 権Ⅲ

0当期首残高

0当期変動額

0当期末残高

純 資 産 の 部 合 計

326,922,034当期首残高

当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

362,324,256当期末残高



山崎情報設計株式会社商号
令和 3年 4月 1日から

令和 4年 3月31日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 (1)子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

 (1)総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）　　

　を採用しております。ただし、原材料は最終仕入原価法を採用しています。

３．固定資産の減価償却方法

 (1)有形固定資産

    法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

 (2)無形固定資産

    法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

 (3)長期前払費用

    法人税法の規定に基づく期間均等償却を採用しております。

４．引当金の計上基準

 (1)賞与引当金

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

５．消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

６．税効果会計の適用

    法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

７．リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取

　引に係る方法に準じた会計処理によっています。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　      22,919,995円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数　　　　　　　 　　　　　　　　             300株

Ⅳ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産･負債の発生原因別内訳

　　　　　　　項　　目　　名 　　　　　　　　　前　  期　　（構成比） 　　当　  期　　（構成比） 

　賞与引当金繰入額否認                         1,251,293円     18.77%     1,283,574円     13.14%

　減価償却超過額                                       0円      0.00%       971,042円      9.94%

　未払事業税等                                 1,035,232円     15.53%       815,564円      8.35%

　未払費用（賞与社保）否認                       653,435円      9.80%       861,141円      8.81%

　未払賞与否認                                 3,725,914円     55.90%     4,715,480円     48.26%

　資産除去債務                                         0円      0.00%     1,124,991円     11.51%

  (繰延税金資産の計算上生じた端数金額)                -1円      0.00%             0円      0.00%

【繰延税金資産小計】                           6,665,873円    100.00%     9,771,792円    100.00%

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額                 0円      0.00%             0円      0.00%

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額           0円      0.00%             0円      0.00%

【評価性引当額小計】                                   0円      0.00%             0円      0.00%

【繰延税金資産合計】                           6,665,873円    100.00%     9,771,792円    100.00%

　固定資産（資産除去債務）                             0円                   41,368円    100.00%

【繰延税金負債合計】                                   0円                   41,368円    100.00%



山崎情報設計株式会社商号

【繰延税金資産（負債）の純額】                 6,665,873円                9,730,424円           

２．法定実効税率と実際の税負担率との差異

　　　　　　項　　目　　名 　　　　　　　構成比(前期)   構成比(当期)

法定実効税率を適用して計算した法人税等           30.62%         30.62%

損金経理をした附帯税等                            0.01%          0.00%

交際費等の損金不算入額                            0.04%          0.04%

【永久差異加算項目合計】                          0.05%          0.04%

住民税均等割                                      0.68%          0.57%

【税効果会計対象外の税金合計】                    0.68%          0.57%

法人税額の特別控除額                              0.00%         -0.66%

法人税の特別控除による地方法人税の減少額          0.00%         -0.07%

その他                                           -4.15%         -0.18%

税効果会計適用後の法人税等                       27.20%         30.33%

Ⅴ．関連当事者との取引に関する注記

１．関連当事者の情報

（１）テクマトリックス株式会社

　　　東京都港区三田3-11-24 国際興業三田第2ビル

２．関連当事者との関係

（１）親会社及び子会社

３．関連当事者の当社に対する議決権割合

（１）51%(153株 / 300株)

４．関連当事者との取引内容

（１）テクマトリックス株式会社からの下請業務各種

５．関連当事者との種類別取引金額

（１）テクマトリックス株式会社からの下請業務各種　85,218,806円

６．関連当事者に係る債権債務

（１）売掛金期末残高　17,504,300円

（２）前受金期末残高　 4,458,771円

Ⅵ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、1,207,747.52円であります。

２．一株当たり当期純利益は、118,007.40円であります。

                                                                                              以　上
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2022年６月１日 
  

株 主 各 位 
  

東京都千代田区一番町27-2 
  

山崎情報設計株式会社 
  

代表取締役社長  山 崎    裕 
 
 

第23期定時株主総会招集ご通知 
 
  
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第23期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申し上げます。 

敬 具 
  

記 
 

１． 日 時  2022年6月20日（月曜日）午後１時 
２． 場 所  東京都港区三田３丁目11番24号 

国際興業三田第２ビル テクマトリックス株式会社 会議室内 
３． 株主総会の目的事項 
 報告事項 １． 第23期（自2021年４月１日 至2022年３月31日まで）事業報告の件 
 決議事項   
 第１号議案 第23期（自2021年４月１日 至2022年３月31日）決算書類承認の件 
 第２号議案 定款一部変更の件 
 第３号議案 取締役３名選任の件 
 第４号議案 監査役１名選任の件 
   
  

 
以 上 
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株主総会参考書類 
  

 
第１号議案 第23期（自2021年４月１日 至2022年３月31日）決算書類承認の件 

 本議案の内容につきましては、添付書類に記載のとおりです。 
 

第２号議案 定款一部変更の件 
1. 提案の理由 
（１） 当社は主力製品の名称を「ARECCIA」へと変更することを予定しており、今般、製品ブラ

ンドと商号の親和性を持たせるべく、商号変更に関し、現行定款第１条（商号）を変更す
るものであります。 

（２） 当社は現在東京都千代田区に本店所在地を置いておりますが、2022年12月に東京都港区に
本社を移転する予定のため、現行定款第３条（本店の所在地）を変更するものであります。 

（３） 上記の定款変更について、規定の効力の発生につき附則を設けるものであります。なお、
本附則は期日経過に削除されるものといたします。 
 

現 行 定 款 変 更 案 
（商 号） 
第１条  当会社は、山崎情報設計 株式会社 と称す
る。 
 
 
（本店の所在地） 
第３条  当会社は、本店を東京都千代田区 に置く。 
 
附則 
（定款に定めのない事項） 
第39条  この定款に定めのない事項については、すべ
て会社法その他の法令の定めるところによる。 
 

（新設） 
 
 
 

（新設） 
 

（商 号） 
第１条  当会社は、アレクシアフィンテック 株式会
社 と称し、英文ではARECCIA Fintech Corp.と表示す
る。 
 
（本店の所在地） 
第３条  当会社は、本店を東京都港区 に置く。 
 
附則 
（定款に定めのない事項） 
第39条  この定款に定めのない事項については、すべ
て会社法その他の法令の定めるところによる。 
 
（商号変更に係る経過措置） 
第40条  第１条（商号）の変更は、2022年12月１日を
もって効力を生ずるものとし、本附則は、効力発生日後
に削除されるものとする。 
 
（本店の所在地変更に係る経過措置） 
第41条  第３条（本店の所在地）の変更は、2022年11
月１日までに開催される取締役会において決定される本
店移転日をもって効力を生ずるものとし、本附則は、効
力発生日後に削除されるものとする。 
 

 

 
 
第３号議案 取締役３名選任の件 

 本総会終結の時をもって、取締役全員が任期満了となりますので、取締役３名の選任をお願いす
るものであります。取締役候補者は以下のとおりです。 
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氏 名 

（生年月日） 略歴、当社における地位、担当 所有する当 
社株式の数 

山崎  裕 
（1965年10月28日生） 

1990年４月 ロイター・ジャパン株式会社（現：トムソン・ロ
イター株式会社）入社 

147株 
1991年６月 ハトリ・マーシャル株式会社入社 
1999年12月 有限会社ヒューガシステムズ（現：山崎情報設計

株式会社） 設立取締役 
2007年２月 山崎情報設計株式会社 代表取締役社長（現任） 

木原 満博 
（1970年４月20日生） 

1993年４月 ニチメン株式会社（現：双日株式会社入社） 

- 

2000年４月 ニチメンデータシステム株式会社（元：テクマト
リックス株式会社）入社 

2007年10月 同社CRMｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部 CRMｿﾘｭｰｼｮﾝ営業部長 
2018年４月 同社ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ（現：ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ事業

部）事業部長（現任） 
2018年６月 同社執行役員（現任） 
2019年11月 当社取締役（現任） 

本田 昌勝 
（1963年10月27日生） 

1986年４月  株式会社インテック入社 

- 

1994年４月 ニチメンデータシステム株式会社（現：テクマト
リックス株式会社）入社 

2007年10月 同社ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部長 

2009年６月 同社執行役員 ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部長 

2009年７月 株式会社カサレアル 取締役 

2013年10月 テクマトリックス株式会社 執行役員ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞｿﾘｭ
ｰｼｮﾝ（現：ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部）副事業部長
（現任） 

2019年11月 当社取締役（現任） 

 
 第４号議案 監査役１名選任の件 

 監査役１名につき、一身上の都合により、本定時株主総会の終結の時をもって辞任したい旨の申
し出がありました。そのため、新任監査役１名の選任をお願いするものであります。監査役候補者
は以下のとおりです。 
 

氏 名 
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当 所有する当 

社株式の数 

中村 陽子 
（1964年10月31日生） 

1987年４月 住友商事株式会社入社 

- 

1999年２月 ジュピターショップチャンネル株式会社入社 
2009年２月 テクマトリックス株式会社入社 
2018年４月 同社 経営企画部長 
2018年10月 同社 IFRS準備室長 
2020年６月 同社 財務経理部長（現任） 

 
以 上 
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（添 付 書 類） 
事  業  報  告 

 

  

第23期 （2021年４月１日から2022年３月31日まで） 
  
１．会社の現況に関する事項 
（1）事業の経過及びその成果 

 当期における日本経済は、2020年より猛威を振るう新型コロナウイルスの感染拡大が続いており、
いまなお、引き続き多くの産業において重大な影響を与えております。当該影響は当社が事業を行
う情報サービス産業へも影響を与えており、特に当社の顧客先となる金融機関については、新型コ
ロナウイルスの影響による景況感の悪化や先行き不透明な経済環境を受け、顧客における新たなIT
投資に対する慎重な姿勢が顕在化しております。 
当社の事業経過としては、前事業年度に引き続き新型コロナウイルスの感染拡大防止の対応から、

事業全般の営業活動に制約が生じることとなり、新規の顧客開拓に苦戦しました。具体的には、当
社の主力製品であるApreccia4について、これまで地域金融機関中心に営業活動を行っておりまし
たが、新型コロナウイルスの影響により対面営業が継続して停止を余儀なくされ、オンラインによ
る面談についても営業先の各段の保守的な対応により、現時点でも積極的な営業活動が実施できな
い状況が継続しております。 
こうした中、主力製品Apreccia事業については、重要な参照金利として金融市場において公表さ

れていたLIBOR（London Interbank Offered Rate）が2021年12月末をもって公表停止となった影
響により、大型案件を含む複数の案件が稼働及び納品に至りました。一方、本公表停止に係る国内
の対応方針が一本化されない状況が長期化したことなどが影響し、一部案件において納品後の検収
において不具合の発生や品質の低下が発生し、主に第４四半期において不具合対応に全社的に対応
せざるを得なくなる時期が発生するなど、プロジェクトにおける対応工数の増加や採算性に課題を
残しました。その結果、当期における売上については期初計画に沿って進捗しましたが、年度末に
向けては新規の顧客開拓活動が進捗せず、受注獲得が課題となっております。 

Apreccia派生事業については、概ね期初計画に沿って事業が進捗しました。今後においては、こ
れまで主力案件としてきた債務分析関連システムの設計・開発について、国内での開発・投資予算
が大幅に削減される見込みであることから、これまでに本事業において蓄積した技術を新たな分野
に転用するなどして収益化を図るなど、事業セグメントの再編を含む新たな戦略を策定して、市場
環境の変化に対処していく計画です。 

SES事業については、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い、取引先業者における人員削
減が顕著となる事象が発生しましたが、新規取引先を開拓するなどして概ね同水準を維持しており
ます。制限される営業活動の中で大手企業からの新規受注も獲得しており、今後においても、既存
取引先に対して実績を積み重ねながら更なる受注拡大を目指すほか、新規顧客の開拓に向けて営業
活動を積極的に行う予定です。 
クラウドソリューション事業については、主要取引先からの受注が逓減したことに伴い、売上高

について期初計画比で未達となりました。当事業セグメントは、ソフトウェア資産の構築・提供で
ミドルリスク・ミドルリターン事業を担う中計上の主力事業主体であるため、研究・投資開発の本
格化を進めてまいります。 
以上の結果、当期売上高は、4億60百万円となりました。利益につきましては、営業利益は54百

万円、経常利益は57百万円となりました。以上により、当期純利益は35百万円となりました。 
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（2）資金調達の状況 

 該当する事項はありません。 
  

（3）設備投資等の状況 
 当事業年度において、経営に重要な影響を与える設備投資はありません。 
 

（4）財産及び損益の状況の推移                      （単位：千円） 

区分 第20期 第21期 第22期 第23期 
（当事業年度） 

2019年10月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 
売 上 高 490,666 161,853 445,258 460,053 
営 業 利 益 6,822 771 36,214 54,458 
経 常 利 益 7,098 790 42,311 57,319 
当 期 純 利 益 12,072 6,952 31,240 35,402 
１株当たりの当期純利益（円） 60,361.28 24,689.43 104,135.66 118,007.40 
総 資 産 285,265 418,375 472,084 508,630 
純 資 産 88,729 295,681 326,922 362,324 
(注１) １株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。 
(注２) 当社は、2019年11月21日開催の臨時株主総会決議に基づき、事業年度の末日を10月末日から３月末日へ

と変更しております。そのため、第21期（2020年3月期）の事業年度は変則事業年度決算（自2019年11月
1日 至2020年３月31日）となっております。 

 
 
（5）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当する事項はありません。 
 
（6）対処すべき課題 

① 非対面営業スタイルの構築 
 コロナ禍を受けて、主力製品Apreccia4の主要な販売先である地銀への対面営業活動が停止して
います。この状況が長期化することを前提として、WEB会議やオンラインデモを積極活用する他、
音声・画像の遅延による対話障壁を緩和する運用方法も検討するなどで、新しい非対面営業スタ
イルの構築を試みます。 

 
② 主力製品の非金融分野への転用 

主力製品Apreccia4が搭載する仕組債等の複雑系金融取引の管理機構（WBA）の非金融分野への
転用を企図して、複雑な契約管理等への応用可能性を示すプロトタイプを作成した他、今後は非
金融分野での利用可能性を見込める幾つかの要素機能を抽出してクラウドで動作させる実験を開
始します。 

 

 
（7）主要な事業の内容（2022年３月31日現在） 

 当社の事業内容は以下の通りです。 
１）市場系金融取引の統合管理システム『Apreccia4（アプレシア・フォー）』の設計・開発・

販売・保守 
２）技術者派遣等システム・エンジニアリング・サービス（SES） 
３）クラウド・システムの受託開発 

 
（8）主要な事業所 

本社：東京都千代田区一番町27-2 
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（9）従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 
27名 3名増 39歳4か月 5年7か月 

 
（10）重要な親会社の状況（2022年３月31日現在） 

 当社の親会社はテクマトリックス株式会社であり、当社の株式を153株（議決権比率51％）保有
しております。親会社との取引としては、売上として当社製品であるApreccia製品の販売及び同
製品のカスタマイズ開発の請負が主な取引となっております。仕入取引については、主たる取引
はありません。 

  
（11）主要な借入先（2022年３月31日現在） 
  

借   入   先 借 入 残 高 
株式会社りそな銀行 25 百万円 
株式会社東日本銀行 20 百万円 

 
 

（12）その他重要な会社の状況（2022年３月31日現在） 
該当事項はありません。 

 

２．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在） 
① 発行可能株式総数 600 株   
② 発行済株式の総数 300 株  
③ 株主数 2 名  
④ 大株主 

  

株  主  名 
当社への出資状況 当社大株主への出資状況 
持株数 議決権比率 持株数 出資比率 

テクマトリックス株式会社 153 株 51 ％ - - 

山崎 裕 147 株 49 ％ - - 
  

 
  

⑤ その他株式に関する重要な事項 
 該当する事項はありません。 

  

３．会社の新株予約権等に関する事項 
該当する事項はありません。 
 

４．会社役員に関する事項 
（1）取締役の氏名等（2022年３月31日現在） 
  

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 山崎  裕 経営管理室室長 

取 締 役 木原 満博 テクマトリックス株式会社 執行役員 

取 締 役 本田 昌勝 テクマトリックス株式会社 執行役員 

監 査 役 大西 秀樹 テクマトリックス株式会社 コーポレート本部 財務経理部次長 
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（2）取締役の報酬等の額 
  

区 分 支給人員 支給額 

取締役    １名      14,400千円 

監査役 ０名         ０円 

合 計 １名      14,400千円 
  

（注）期末現在の人員は、取締役３名、監査役１名であります。上記支給人員との相違は、無報酬の非常勤取締役２名
及び非常勤監査役１名が存在しているためであります。 
 

   （注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切捨て表示しております。 



貸 借 対 照 表
商号 山崎情報設計株式会社 代表者 山崎　裕

令和 4年 3月31日現在
(単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
474,151,651 142,632,600Ⅰ ( () )Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債
403,043,110 30,996,042現 金 及 び 預 金 買 掛 金
65,236,012 45,000,000売 掛 金 短 期 借 入 金
2,008,000 25,775,141棚 卸 資 産 未 払 金
2,491,924 4,573,181前 渡 金 未 払 費 用
1,303,195 10,986,100前 払 費 用 未 払 法 人 税 等
69,410 6,468,300仮 払 金 未 払 消 費 税 等

14,206,464前 受 金
415,424預 り 金
20,000仮 受 金

4,191,948賞 与 引 当 金

34,479,245 3,674,040Ⅱ ( () )Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債
738,315 3,674,040( )有 形 固 定 資 産 資 産 除 去 債 務
171,884建 物
332,311工 具 、 器 具 及 び 備 品
99,019一 括 償 却 資 産
135,101その他の有形固定資産

17,897,554( )無 形 固 定 資 産
17,897,554ソ フ ト ウ ェ ア

146,306,640負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

362,324,256( )Ⅰ 株 主 資 本
110,000,000 1.資 本 金

15,843,376 100,000,000( () ) 2.投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金
2,000,000 100,000,000 (1)投 資 有 価 証 券 資 本 準 備 金
154,994投 資 そ の 他 金 融 資 産

3,870,460敷 金
87,498長 期 前 払 費 用

9,730,424 152,324,256( ) 3.繰 延 税 金 資 産 利 益 剰 余 金
152,324,256( ) (1)そ の 他 利 益 剰 余 金
152,324,256繰 越 利 益 剰 余 金

0( )Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

0Ⅲ ( )繰 延 資 産
0( )Ⅲ 新 株 予 約 権

362,324,256純 資 産 の 部 合 計

508,630,896 508,630,896資 産 の 部 合 計 負債・純資産の部合計



商号 山崎情報設計株式会社

令和 3年 4月 1日から
令和 4年 3月31日まで

損 益 計 算 書

(単位：円)
金 額科 目

売 上 高Ⅰ
売 上 高 460,053,275 460,053,275 460,053,275

売 上 原 価Ⅱ
期 首 棚 卸 高 0
当 期 製 品 製 造 原 価 324,886,541
合 計 324,886,541
期 末 棚 卸 高 0 324,886,541
売 上 総 利 益 135,166,734

販売費及び一般管理費Ⅲ
販売費及び一般管理費 80,708,700 80,708,700
営 業 利 益 54,458,034

営 業 外 収 益Ⅳ
受 取 利 息 3,566
雑 収 入 3,907,740 3,911,306

営 業 外 費 用Ⅴ
支 払 利 息 610,289
繰 延 資 産 償 却 440,000 1,050,289

経 常 利 益 57,319,051

特 別 利 益Ⅵ
特 別 利 益 0 0

特 別 損 失Ⅶ
減 損 損 失 6,507,537 6,507,537

税 引 前 当 期 純 利 益 50,811,514
法人税、住民税及び事業税 18,473,843
法 人 税 等 調 整 額 -3,064,551 15,409,292
当 期 純 利 益 35,402,222



商号 山崎情報設計株式会社

令和 4年 3月31日まで
令和 3年 4月 1日から

販売費及び一般管理費の計算内訳

(単位：円)
科 目 金 額

34,052,729給 与 手 当

1,373,133旅 費 交 通 費

171,170広 告 宣 伝 費

29,138運 賃

-4,605,599他 勘 定 振 替 高

14,400,000役 員 報 酬

8,967,351賞 与

9,102,968法 定 福 利 費

1,308,563厚 生 費

657,837減 価 償 却 費

1,609,123賃 借 料

49,100修 繕 費

336,121事 務 用 品 費

157,311通 信 費

65,277水 道 光 熱 費

3,398,267租 税 公 課

82,226交 際 費

1,405,953消 耗 品 費

3,120,000顧 問 料

22,158会 議 費

1,718,139研 究 開 発 費

2,415,974支 払 手 数 料

329,869長 期 前 払 費 用 償 却 費

541,892雑 費

80,708,700合 計

令和 4年 3月31日現在

棚 卸 資 産 の 計 算 内 訳

(単位：円)
科 目 金 額

1,996,719仕 掛 品 （ 半 成 品 ）

11,281貯 蔵 品

2,008,000合 計



商号 山崎情報設計株式会社

製 造 原 価 報 告 書

令和 4年 3月31日まで
令和 3年 4月 1日から

(単位：円)
科 目 金 額

Ⅰ材 料 費

0当 期 材 料 費

Ⅱ労 務 費
70,980,645賃 金 給 与

14,646,195賞 与

12,865,047法 定 福 利 費 （ 原 ）
990,000中 退 金 掛 金 （ 原 ）

99,481,887当 期 労 務 費

Ⅲ経 費
220,382,794外 注 加 工 費 （ 原 ）

424,767水 道 光 熱 費 （ 原 ）

6,599,357賃 借 料 （ 原 ）

897,823保 険 料 （ 原 ）

483,275旅 費 交 通 費 （ 原 ）

351,234通 勤 費 （ 原 ）

1,110,624通 信 費 （ 原 ）

4,217,717ソフトウェア償却費（原）

234,467,591当 期 経 費

333,949,478当 期 総 製 造 費 用

1,064,865期 首 仕 掛 品 棚 卸 高

335,014,343合 計

1,996,719期 末 仕 掛 品 棚 卸 高

8,131,083他 勘 定 振 替 高 （ 原 ）

324,886,541当 期 製 品 製 造 原 価



株主資本等変動計算書
商号 山崎情報設計株式会社

令和 3年 4月 1日から
令和 4年 3月31日まで

(単位：円)

株 主 資 本Ⅰ
資 本 金 1.

110,000,000当期首残高

0当期変動額

110,000,000当期末残高

資 本 剰 余 金 2.

資 本 準 備 金 (1)

100,000,000当期首残高

0当期変動額

100,000,000当期末残高
利 益 剰 余 金 3.

そ の 他 利 益 剰 余 金 (1)

繰 越 利 益 剰 余 金

116,922,034当期首残高

当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

152,324,256当期末残高

その他利益剰余金合計

116,922,034当期首残高
当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

152,324,256当期末残高

株 主 資 本 合 計

326,922,034当期首残高
当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

362,324,256当期末残高

評 価 ・ 換 算 差 額 等Ⅱ

0当期首残高

0当期変動額

0当期末残高

新 株 予 約 権Ⅲ

0当期首残高

0当期変動額

0当期末残高

純 資 産 の 部 合 計

326,922,034当期首残高

当期変動額

35,402,222 35,402,222  当期純利益

362,324,256当期末残高



山崎情報設計株式会社商号
令和 3年 4月 1日から

令和 4年 3月31日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 (1)子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

 (1)総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）　　

　を採用しております。ただし、原材料は最終仕入原価法を採用しています。

３．固定資産の減価償却方法

 (1)有形固定資産

    法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

 (2)無形固定資産

    法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

 (3)長期前払費用

    法人税法の規定に基づく期間均等償却を採用しております。

４．引当金の計上基準

 (1)賞与引当金

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

５．消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

６．税効果会計の適用

    法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

７．リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取

　引に係る方法に準じた会計処理によっています。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　      22,919,995円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数　　　　　　　 　　　　　　　　             300株

Ⅳ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産･負債の発生原因別内訳

　　　　　　　項　　目　　名 　　　　　　　　　前　  期　　（構成比） 　　当　  期　　（構成比） 

　賞与引当金繰入額否認                         1,251,293円     18.77%     1,283,574円     13.14%

　減価償却超過額                                       0円      0.00%       971,042円      9.94%

　未払事業税等                                 1,035,232円     15.53%       815,564円      8.35%

　未払費用（賞与社保）否認                       653,435円      9.80%       861,141円      8.81%

　未払賞与否認                                 3,725,914円     55.90%     4,715,480円     48.26%

　資産除去債務                                         0円      0.00%     1,124,991円     11.51%

  (繰延税金資産の計算上生じた端数金額)                -1円      0.00%             0円      0.00%

【繰延税金資産小計】                           6,665,873円    100.00%     9,771,792円    100.00%

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額                 0円      0.00%             0円      0.00%

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額           0円      0.00%             0円      0.00%

【評価性引当額小計】                                   0円      0.00%             0円      0.00%

【繰延税金資産合計】                           6,665,873円    100.00%     9,771,792円    100.00%

　固定資産（資産除去債務）                             0円                   41,368円    100.00%

【繰延税金負債合計】                                   0円                   41,368円    100.00%



山崎情報設計株式会社商号

【繰延税金資産（負債）の純額】                 6,665,873円                9,730,424円           

２．法定実効税率と実際の税負担率との差異

　　　　　　項　　目　　名 　　　　　　　構成比(前期)   構成比(当期)

法定実効税率を適用して計算した法人税等           30.62%         30.62%

損金経理をした附帯税等                            0.01%          0.00%

交際費等の損金不算入額                            0.04%          0.04%

【永久差異加算項目合計】                          0.05%          0.04%

住民税均等割                                      0.68%          0.57%

【税効果会計対象外の税金合計】                    0.68%          0.57%

法人税額の特別控除額                              0.00%         -0.66%

法人税の特別控除による地方法人税の減少額          0.00%         -0.07%

その他                                           -4.15%         -0.18%

税効果会計適用後の法人税等                       27.20%         30.33%

Ⅴ．関連当事者との取引に関する注記

１．関連当事者の情報

（１）テクマトリックス株式会社

　　　東京都港区三田3-11-24 国際興業三田第2ビル

２．関連当事者との関係

（１）親会社及び子会社

３．関連当事者の当社に対する議決権割合

（１）51%(153株 / 300株)

４．関連当事者との取引内容

（１）テクマトリックス株式会社からの下請業務各種

５．関連当事者との種類別取引金額

（１）テクマトリックス株式会社からの下請業務各種　85,218,806円

６．関連当事者に係る債権債務

（１）売掛金期末残高　17,504,300円

（２）前受金期末残高　 4,458,771円

Ⅵ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、1,207,747.52円であります。

２．一株当たり当期純利益は、118,007.40円であります。

                                                                                              以　上
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１．有形固定資産及び無形固定資産(投資その他の資産に計上された償却費の生ずるものを含む)の明細

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 期末取得原価
建物附属設備

(理工図書ビル 間仕切)
2,712,607 0 2,373,977 203,331 135,299 525,524 660,823

建物附属設備
(理工図書ビル 照明等)

733,660 0 642,082 54,993 36,585 142,133 178,718

工具器具備品
(複合機)

77,946 0 0 19,486 58,460 249,340 307,800

工具器具備品
(サーバー)

327,213 0 0 81,803 245,410 368,358 613,768

工具器具備品
(理工図書ビル 電話工事)

229,695 0 155,205 46,049 28,441 145,754 174,195

一括償却資産
(PC)

0 148,528 0 49,509 99,019 49,509 148,528

その他の有形固定資産
(原状回復工事)

0 3,040,000 2,702,233 202,666 135,101 202,666 337,767

その他の有形固定資産
(原状回復工事期間の

オフィス賃料)
0 634,040 634,040 0 0 0 0

計 4,081,121 3,822,568 6,507,537 657,837 738,315 1,683,284 2,421,599

ソフトウェア仮勘定 6,068,480 12,023,393 18,091,873 0 0 0 0

ソフトウェア 3,477,943 18,637,328 0 4,217,717 17,897,554 5,456,300 23,353,854

0

0

計 9,546,423 30,660,721 18,091,873 4,217,717 17,897,554 5,456,300 23,353,854

投資有価証券 2,000,000 0 0 0 2,000,000 0 2,000,000

借入保証料
(みずほ銀行)

41,251 0 0 41,251 0 385,000 385,000

借入保証料
(三井住友銀行)

19,251 0 0 19,251 0 385,000 385,000

借入保証料
(東日本銀行)

6,875 0 0 6,875 0 49,500 49,500

保証委託料
(理工図書ビル)

349,990 0 0 262,492 87,498 699,978 787,476

計 2,417,367 0 0 329,869 2,087,498 1,519,478 3,606,976
注）固定資産台帳に記載のある資産のうち、期中の増減がないもの及び償却が既に済んでいるものに関しては計上を省くこととする。

２．引当金の明細

目的使用 その他
賞与引当金 4,086,522 8,661,605 8,556,179 4,191,948

期首残高区分

有
形

固
定
資
産

無
形

固
定
資
産

投
資
そ
の
他
の
資
産

期末残高
当期減少額

当期増加額



３．販売費及び一般管理費の明細

科目 金額
給与手当 34,052,729

旅費交通費 671,968
通勤費 701,165

広告宣伝費 15,120
募集･採用

活動費
156,050

運賃 29,138
他勘定振替高 -4,605,599

役員報酬 14,400,000
賞与 7,335,109

法定福利費 9,102,968
福利厚生費 402,563
中退金掛金 906,000
賞与引当金

繰入額
1,632,242

減価償却費 657,837
賃借料 1,609,123
修繕費 49,100

事務用品費 336,121
通信費 157,311

水道光熱費 65,277
租税公課 3,398,267
交際費 82,226

消耗品費 1,405,953
顧問料 3,120,000
会議費 22,158

研究開発費 1,718,139
支払手数料 2,415,974

長期前払費用
償却費

329,869

雑費 360,377
諸会費 67,795

新聞図書費 113,720
合計 80,708,700

ソフトウェア等の新規開発(開発開始時販売先未定分)

摘要

役員の報酬

社員の通勤手当

社員の賞与引当金の繰入額

設備･備品の修繕費用等

取引先会議費

借入金保証料、オフィス保証委託料

人材募集活動費

中退共への掛金

振込手数料等

業務用書籍購入費用等

社員の賞与

仕掛品の戻入･計上等

社会保険料

顧問弁護士、税理士、社労士等への顧問料
オフィス消耗品費

オフィス事務用品費

郵送費用等

健康診断受診料等

建物付属設備、工具器具備品等の減価償却費

カード年会費等

電話代、インターネット使用料等

取引先交際費

オフィス水道光熱費

名刺作成･ウェブサイト更新費用等

オフィス賃借料

消費税等

社員の旅費･交通費

社員研修費用等

社員の給与
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会社役員の他の会社の業務執行者と兼務状況の明細 

事業報告「４．会社役員に関する事項」に記載のとおり。 





別紙 3 株式交換完全親会社の最終事業年度に係る計算書類等 

（添付のとおり）
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